
公益法人の
区分

国所管，都
道府県所管
の区分

応札・応募
者数

1 「外交実務語学研修」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月5日 株式会社アヴァンティスタッフ 1010001061972
東京都中央区日本橋兜町６番
７号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を
許さないため（会計法第29条の3第
4項）。

3,826,000 3,453,172 90.2% － － － －

2
「『２０２０年版開発協力白書（仮称）』
（日本語版）の執筆（一部）・編集・印
刷・製本・発送」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月11日 日経印刷株式会社 7010001025732
東京都千代田区飯田橋２丁目
１６番２号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を
許さないため（会計法第29条の3第
4項）。

8,514,000 8,514,000 100.0% － － － －

3
「内外発信のための多層的ネット
ワーク構築事業における外国プレス
招へいに係る接遇等」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月13日 株式会社ＪＴＢ 8010701012863
東京都品川区東品川２丁目３
番１１号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を
許さないため（会計法第29条の3第
4項）。

－ @50,500他 － － － － －
単価契約

予定調達総額
39,856,662円

4
「テレワーク対応に伴う申請業務の電
子化拡充作業」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月17日 株式会社日立製作所 7010001008844
東京都品川区南大井６丁目２
３番１号

本件業務を実施可能な者は、当該
システムの構築業者である本契約
の相手方の他になく、他に競争を
許さないため。（会計法第29条の3
第4項）

60,847,600 60,847,600 100.0% － － － －

5
「第１４回日本・シンガポール・シンポ
ジウム日本側事務局」業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月18日
公益財団法人日本国際問題研
究所

2010005018803
東京都千代田区霞が関３丁目
８番１号

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を
許さないため（会計法第29条の3第
4項）。

4,043,000 4,028,299 99.6% － 公財 国所管 3

6
「図書館業務管理システムの第二期
政府共通プラットフォーム移行関連」
業務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月25日 株式会社ハザン商会 4010001026493
東京都中央区日本橋３丁目１
２番２号

本件業務を実施可能な者は、当該
システムの開発・構築業者である
本契約の相手方の他になく、他に
競争を許さないため。（会計法第29
条の3第4項）

1,650,000 1,650,000 100.0% － － － －

7
「年末調整作業の電子化に関する電
子申請及び給与システムの改修」業
務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月27日 株式会社日立製作所 7010001008844
東京都品川区南大井６丁目２
３番１号

本件業務を実施可能な者は、当該
システムの構築業者である本契約
の相手方の他になく、他に競争を
許さないため。（会計法第29条の3
第4項）

82,828,570 82,828,570 100.0% － － － －

8
「ＯＤＡ評価～年次報告２０２０～（日
本語版及び英語版）の作成・翻訳」業
務委嘱

支出負担行為担当官
外務省大臣官房会計課長
岡野結城子
東京都千代田区霞が関２
－２－１

令和2年8月27日 株式会社サン・フレア 7011101024574
東京都新宿区四谷４丁目７番
地

企画競争の結果、同者が最も高い
評価を得て確実な業務の履行が可
能であると認められ、他に競争を
許さないため（会計法第29条の3第
4項）。

2,206,000 2,145,000 97.2% － － － －

※公益法人の区分において，「公財」は「公益財団法人」，「公社」は「公益社団法人」，「特財」は「特例財団法人」，「特社」は「特例社団法人」をいう。　
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